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単価契約書

　発注者　さつま町長　上野　俊市　と受注者　○○会社○○産業　代表取締役　○○　○○　とは、発注者の必要とする物品購入に関して、次のとおり契約を締結する。
（契約の要綱）

第１条　この契約の要綱は、次の各号のとおりとする。

（1）　件　　名　　○○○用物品購入
（2）　単　　価　　次表のとおり

	品名・品質形状等
	数量
	単価（税抜）
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（3）　契約期間　　令和　年　月　日から令和　年　月　日まで

（4）　納入場所　　さつま町　　　地内

（5）　契約保証金　　さつま町契約規則第33条第　号の規定により免除

（納入方法及び引渡し）

第２条　受注者は、第１条第３号の契約期間中、発注者の発注あるごとに指定する期間までに納入するものとし、発注どおりに納入されたことを発注者が確認したときをもって当該物品の引渡しが完了したものとする。

（危険負担）

第３条　前条の受領の前に生じた物品の亡失、毀損等は、すべて受注者の負担とする。

（代金の請求及び支払い等）

第４条　受注者は、取引に係る消費税及び地方消費税を請求する場合は、税抜代金に10／100を乗じて得た額を請求するものとする。

２　前項の規定により算出された消費税及び地方消費税を加算して代金を請求する場合は、国等の債権債務等の金額の端数計算に関する法律第２条第１項の規定により、税込代金に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額を請求するものとする。

３　物品の売買代金は、物品の引渡完了後、適法な支払請求書を受領した日から30日以内に支払うものとする。
（事情変更）

第５条　この契約締結後において、市場価格の著しい変動があった場合は、発注者と受注者とが協議のうえ契約単価の変更を行うものとする。
（契約の解除）

第６条　発注者は、受注者が次の各号の一に該当するときは、何らの催告を要せずに直ちにこの契約の全部もしくは一部を解除し、そのため生じた損害賠償を請求することができる。なお、本契約は発注者受注者間の高度な信頼関係を基礎としていることから、受注者は、仮に軽微な違反であっても本条に該当することを確認する。
（1）契約期間の末日までに良品又は当該物品の代替物、若しくは当該物品に修補を加えたものを納入しないとき。又は、納入する見込みが明らかにないと発注者が認めるとき。
（2）この契約に違反し、発注者が相当の期間を定めて催告にしたにもかかわらず、受注者がその違反を是正しないとき。
（3）前２号のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達することができないと認められるとき。
２　受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。
　　ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下この号において「暴力団」という。）であると認められるとき。

　　イ　役員等（法人にあっては非常勤を含む役員、支配人、営業所等（営業所、事務所その他これらに準ずるものをいう。以下この号において同じ。）を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問わず法人の経営を行う役職にある者若しくは経営を実質的に支配している者（以下この号において「法人役員等」という。）、法人格を有しない団体にあっては代表者、理事その他法人役員等と同等の責任を有する者又は個人にあってはその者、営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問わず個人の経営を行う役職にある者若しくは経営を実質的に支配している者をいう。以下この号において同じ。）が、さつま町暴力団排除条例（平成24年さつま町条例第22号）第２条第２号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

　　ウ　暴力団又は暴力団員が、その経営に実質的に関与していると認められるとき。

　　エ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。

オ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、いかなる名義をもってするかを問わず、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
　　カ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
キ　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用していると認められるとき。
３　第１項の規定により発注者がこの契約を解除した場合において、発注者が既に受領した部分があるときは、これを発注者の所有とすることができる。この場合において、発注者は、当該部分に相応する売買代金の額を受注者に支払うものとする。

（納入遅延に対する遅延利息）

第７条　受注者がその責めに帰すべき理由により納入期限までに物品の全部又は一部を納入しない場合は、受注者は、発注者に対して遅延利息を支払うものとする。

２　前項の遅延利息の額は、納入期限の翌日から納入を完了した日までの日数に応じ、売買代金の額から発注者が既に受領した部分に相応する売買代金の額を控除した額（その額が100円未満であるときはその額を、その額に100円未満の端数があるときはその端数を切り捨てる。）に対して年3.0パーセントの割合で計算した額（その額が100円未満であるときはその額を、その額に100円未満の端数があるときはその端数を切り捨てる。）とする。

（支払遅延に対する遅延利息）

第８条　発注者がその責めに帰すべき理由により第４条第３項に規定する期間内に売買代金の全部又は一部を支払わない場合は、発注者は、受注者に対して遅延利息を支払うものとする。

２　前項の遅延利息の額は、支払期限の翌日から支払を完了する日までの日数に応じ、未支払売買代金の額に対して年3.0パーセントの割合で計算した額とする。

（その他）

第９条　納品後の保証及び整備を必要とする物品については、受注者は責任をもってアフターサービスに努めるものとする。

（契約に関する紛争等の解決）

第10条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関する紛争については、発注者と受注者とが協議のうえ定めるものとする。

この契約の証として、本書２通を作成し、当事者が記名押印のうえ各自１通を保有するものとする。
令和　　年　　月　　日
発注者　　住　　　　所　　　薩摩郡さつま町宮之城屋地1565番地２

　　　　　　　　　　　　　　さつま町

　　　　　　　　　職 ・ 氏　名　　　さつま町長　　上　野　　俊　市　　　　　 eq \o\ac(□,印)
受注者　　住　　　　所　　　○○○市○○○町○○456番地７

　　　　　商号又は名称　　　○○会社○○○産業

　代表者職・氏名　　代表取締役　　○　○　　○　○　　　　　㊞
